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全国女性シェルターネット

• 1997年「女性への暴力 駆け込みシェルター ネットワーキング」とし
て発足。「特定非営利活動法人全国女性シェルターネット」として、現在、
60を超えるシェルター支援団体が運動をつないでいる。

• 1998年から全国シンポジウムを開催し、ＤＶ防止法や関連法の制定・改
正運動、支援手続きの運用改善、調査研究、など、当事者が必要とする
様々な活動を積み上げてきた。

• 2011年にパープルダイヤルー日本初の女性のためのホットラインーを全
国女性シェルターネットが担当。このダイヤルは、東日本大震災の女性支
援ダイヤルとして継続され、現在は、よりそいホットラインとして、全国
の女性の命を支えている。

•暴力の発見、相談から生活再建までの、多領域・長期にわたる支援活動を
当事者を真ん中にすすめてきた。
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全国女性シェルターネット

•あくまでも当事者が権利回復の主体
•苛酷な女性差別の構造がもたらす痛みをともにし、その痛みを力に変えて、
女たちは独自の支援理念を共有し、支援スキルを積み重ねてきた。

•当事者が必要とする支援を実現
•柔軟なシェルター対応
ステップハウス、立ち寄りシェルター、オープンシェルター ほか

•公的施設では受け入れられない男児、ペット、外国籍女性、障がいを抱
えた女性、ＬＧＢＴＱの方々、高齢者、などなど、当事者お一人お一人
の抱える困難に向き合う。
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全国女性シェルターネット

・当事者支援が地域を創りかえる。
・行政窓口、医療機関、司法関係者、不動産業者、タクシー、関連支援団
体等のネットワークが当事者を支え続ける。

・日常生活の支援、カウンセリング、トラウマ治療、就労・就学支援、地
域啓発、予防教育、自助グループ、etc

・当事者・支援者が専門家
民間支援現場には女性支援スキルが蓄積されている

・全国女性シェルターネットは支援専門員のための養成スクールを開設
・困難女性支援法の制定によって、民間支援団体が培ってきた支援理念・
支援スキルが、日本の女性支援のスタンダードになった。
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変わる女性支援
•困難女性の定義「性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の
様々な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営む上で困難な問題を抱
える女性（その恐れのある女性を含む）をいう。」

•支援調整会議の設定
•民間支援団体を対等な支援機関として法的に位置づけ、官民の協働及び公
的財源の配分を明記

•支援理念が転換し、支援対象が拡大したが、公的支援機関の支援実態は変
わっていない。一方、民間支援団体へはこれまでの支援対象者の他、更に
対象者が増加しつつある。北海道シェルターネットワークは、ＤＶ防止法
施行当初から一時緊急保護の必要な当事者を即刻支援できる委託契約を実
施してきたが、新法施行後、公的支援機関で受け入れてもらえない当事者
が全国からつながってくる。残念ながら、直接的な財政支援がないまま、
膨大な支援事業に忙殺されている現状がある。全国的にも活動歴の長い多
くの支援団体がこうした状況に追い込まれている。

5



• 有効回答１３７件

6

出典：DV被害者等のための民間シェルター実態調査 及び先進的取
組事例に関する調査報告書 （概要） (令和４年 内閣府)



困難な問題を抱える女性への支援について
厚生労働省社会・援護局地域福祉課女性支援室
令和８年４月
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当事者を真ん中に置いた官民の連携協働

•民間支援団体に対する公的財源の配分
国と自治体の配分を見直し、
民間支援団体のこれまでの運営実績・活動に対して、
公的機関に準ずる予算配分を

•都道府県必置の支援センターの官民共同運営、民間への
全面委託
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